



































































































































































































































































































































































































































れぞれ45 .0％，54 .5％，34 .4％，50 .0％，41 .0％
とその多さが顕著に表れている。「通信販売」は
1989年以降，構成比ベースで5 .0％から2009年に
は23 .1％まで増加しており，「自社関連」ととも
に埼玉新聞の全面広告の中心的な業種となってい
る。これら「自社関連」と「通信販売」のほかには，
「食品・飲料」「自動車」「金融」が比較的多く掲
載されているが，いずれも掲載数10以下であり，
その他の業種の掲載傾向も含め構成は小さい。す
なわち埼玉新聞における全面広告利用の推移は他
紙と比して固定的でありそのほとんどが「自社関
連」と「通信販売」により構成されていることから，
埼玉新聞は全面広告の持つ情報流通上のインパク
トの強さを多様な広告主から期待されない状況が
今日まで続いているといえる。
２．広告主の業種構成
前節では全面広告調査により各紙間でその広告
主の経年変化に差異が認められた。しかし全面広
告調査ではその差異性を子細に分析することはで
きないため，紙面の全掲載広告を対象とする面積
調査に基づいて今日の掲載広告の業種構成を図3
に示した。
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これをみると，各紙において全体に占める「自
社関連」および「通信販売」の大きさが共通点と
してみられる。これらの業種は最小でもそれぞ
れ17 .3％（北海道新聞）と10 .0％（徳島新聞）を
占めている。各紙においてほとんどの業種の構成
比が5％未満であり，さらに各紙ともに1％未満し
か占めない業種が10業種前後存在することを考
えると，これら両業種の存在は今日の新聞広告に
とって非常に大きいものといえる。
各紙別に業種構成をみると，まず北海道新聞
では「通信販売」「自社関連」「宿泊施設」で50％
弱を占め，それぞれの構成比は20 .3％，17 .3％，
10.9％である。続いて，9.9％を占める「出版」，5.6％
の「小売業一般」が続き，以降は構成比5％未満の
「旅行」「百貨店」「金融」「サービス業一般」「食品・
飲料」「製薬」「興行」「自動車」である。また構
成比1％未満の業種が11存在する。「宿泊施設」「出
版」の10 .9％，9 .9％は，他紙における「自社関連」
および「通信販売」以外の業種として大きな構成
比であり，北海道新聞の主要な広告主としてそれ
ぞれ位置づけられる。また「小売業一般」や「百
貨店」といった小売業に関する業種の構成比も大
きい。これらの中でも多くの構成比を占めている
のは，「宿泊施設」「小売業一般」「百貨店」「教育」
といった一部の業種である。
次に徳島新聞で上位を占めるのは19 .2％の「自
図3　新聞広告の業種構成（2009年）
（紙面分析より作成）
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社関連」，10 .2％の「通信販売」であり，これ以降
は構成比がそれぞれ10％未満の「出版」「旅行」「金
融」「不動産・住宅」「食品・飲料」が続く。その
後はそれぞれ3％未満の構成比である「教育」「自
動車」「サービス業一般」「興行」「製紙」「小売業
一般」「医療機関」「通信・IT」「遊技場」「電力」「自
治体・官公庁」「外食産業一般」「農協」となって
おり，さらに構成比1％未満の業種が11存在して
いる。すなわち，徳島新聞では「自社関連」およ
び「通信販売」の構成比は他2紙ほど大きくなく，
むしろ業種ごとの構成比の幅が他紙と比較して小
さいといえる。徳島新聞で構成比10％未満の業
種が18存在し，埼玉新聞と北海道新聞では構成比
10％未満はそれぞれ10業種，11業種しかみられ
ないことからも明らかである。このことは徳島新
聞において少額・小面積で広告を掲載する地域密
着型の比較的小規模な広告主が多く存在するもの
とみることができる。また「不動産・住宅」「教育」
「小売業一般」「医療機関」「遊技場」「農協」といっ
た業種の広告掲載をローカルなニーズへ対応しよ
うとする傾向として読み取ることもできる。
最後に，埼玉新聞では「自社関連」および「通
信販売」で全体の53 .9％を占めており，それぞれ
の構成比は31 .3％，22 .6％である。これらの他に
10％以上の構成比を有する業種は存在せず，7 .6％
の「興行」5 .9％の「自治体・官公庁」5 .3％の「交
通機関」5 .1％の「葬祭・霊園」が続く。これ以降
はいずれも構成比5％未満であり「金融」「通信・
IT」「教育」「建設・設備工事」「サービス業一般」
「宿泊施設」が続く。これらの他に構成比1％未満
の業種が9存在する。こうした構成比の小さい広
告掲載を行う業種の存在は小面積による広告掲載
の展開というよりも，むしろ「自社関連」と「通信
販売」の卓越によるものであると認識すべきとみ
られる。こうした傾向は全面広告の傾向と同様で
あり，埼玉新聞は新聞広告全体においてもその情
報流通機能の利用が一部の業種からのものに偏在
していると解釈できる。
このように各紙の新聞広告は業種間および各紙
間で業種構成パターンに量的および質的な違いが
みられた。すなわち広告媒体としてのボリューム，
「自社広告」「通信販売」の構成比，主要広告主た
る業種の数や業種あたりの構成比という点で差異
性がみられた。
３．新聞広告の地域差
以上にみてきた分析結果からは，特に「自社関
連」の増加を，新聞広告全体としての地位低下を
反映したものと読みとれる。すなわち需給の不成
立の反映と捉えられる自社広告が各類型において
一貫して増加していた。また「通信販売」の経年
的な増加も同様のものとみられる。「通信販売」
の広告は時期や季節を問わないため，広告枠が埋
まらない場合に新聞社が広告主へ価格を割引し広
告掲載を誘引する。すなわち広告枠が売れにくく
なると増加しやすい広告ということができる。
これはバブル崩壊以後の経済不況や広告市場
の変化の影響といえる。図4に示した日本におけ
る媒体別広告費の推移からわかるように，新聞広
告はかつて70％以上の構成比を占めたが，テレビ
広告の成長と共に構成比を縮小させており，イン
ターネット広告登場後の構成比縮小が顕著であ
る。2009年の新聞広告費の構成比は11 .3％で，広
告費ベースでみて6 ,853億円と，最高額を示した
1990年の1兆3 ,592億円から半減しており5），特
に，広告主にとってより安価であり，現在の消費
者のインターネット利用の一般化に適合したイン
ターネット広告の成長が新聞広告に大きな影響を
与えている。
こうした新聞広告の変化は一様ではなく，地域
差を認めることができた。全国紙のシェアが小さ
く人口の多い地域で配布される北海道新聞では全
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面広告の数が他紙と比して多く，しかも増加傾向
にあった。これは全面広告を通じたインパクトの
強い情報流通への期待を集め，より多くの業種か
ら広告掲載を惹きつけていることを意味し，北海
道新聞は流通する情報を多様化させている。また
北海道新聞は一定程度の面積を有する業種からの
情報流通を他紙と比して多く仲介しており，これ
らの特徴は配布エリアである北海道の境界性の明
瞭さと人口の多さに支えられているものと考えら
れる。
全国紙のシェアおよび配布エリアの人口がとも
に小さい県の事例である徳島新聞では全面広告が
増加する一方で，面積調査では各業種ごとの構成
比が他紙と比して極めて小さいという特徴がみら
れた。これらの広告主は配布エリアである徳島県
の他都市圏からの高い独立性と人口の少なさ，す
なわち市場の小ささを背景に，配布エリア内部の
ローカルなニーズに対応しようとする情報流通を
徳島新聞を介して行っているとみることができ
る。これらのことからは，徳島新聞の新聞広告が
介する情報流通は，他紙と比較するとより地域密
着型のものといえる。
これらに対し，全国紙のシェアと人口がともに
大きい事例である埼玉新聞では全面広告が極めて
少なく，情報流通におけるインパクトは一貫して
小さかった。また自社広告や「通信販売」が業種
図4　媒体別広告費の構成比推移
（電通『日本の広告費』より作成）
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構成比上大きく，他業種も自社広告ないしは「通
信販売」の増加に転化しており，実質的に埼玉新
聞の新聞広告を介した情報流通は質・両ともに縮
小している。これは，埼玉新聞の配布エリアが東
京と隣接することから，埼玉新聞が読者や広告主
の獲得において東京との競争にさらされており，
全国紙が大きなシェアを獲得しているためであ
る。埼玉新聞はこうした配布エリアの地理的条件
から大きく影響を受け，新聞広告を介した情報流
通機能を十分に発揮できずにいる。そのため新聞
広告全体をとりまく経済状況の悪化や広告市場の
変化といった大きな変容の影響下に置かれている
のである。
Ⅳ　おわりに
本研究では，新聞広告の地域差について，新聞
の配布エリアの地域的特性，とりわけその独立性
と人口とに注目して検討してきた。経済状況の悪
化や広告市場の変化，産業構造の変化に伴う広告
主側の変化を背景に，新聞広告は全体として広告
媒体としての地位を低下させてきた。しかしこう
した状況下で各紙はそれぞれに今日的な役割を模
索してきた。独立性の高い地域の新聞ではその人
口の多寡によって流通する情報の多様化やローカ
ルニーズへ対応した情報流通が認められた。一方
で配布エリアが大都市圏の一部であり大都市から
の独立性が低く，多量に含有する人口を購読者へ
転化できずに模索の中で苦しい状況にある新聞で
は，その情報流通機能の影響力がより縮小されて
いる。このように各紙の新聞広告を介した情報流
通には，各紙の配布エリアの人口と大都市からの
独立性により，地域的な差異性が存在していると
明らかとなった。
今日のインターネット広告の成長を中心とした
広告市場の再編進行は単に広告媒体間のパワーシ
フトとしてではなく，広告媒体間の役割の細分化
の進行としても認識できる。新聞広告は広告市
場において地位を低下させてきたが，その変化は
一様ではなく，新聞の配布エリアの地理的条件に
よって各紙の新聞広告が介する情報流通には量
的，質的な地域的差異性が存在していた。とりわ
け本研究で得られた結果からは，一部において新
聞広告を介した情報流通がローカル性を高めてい
る可能性を想定でき，今後は新聞間でのローカル
性の比較や新聞社の地域社会との関係性の構築・
育成を対象とした子細な検討が求められる。 
［付記］
本研究では新聞社の方々から新聞業界や新聞広告に
関するご教示を頂きました。本研究は2009年度に提出
した法政大学文学部地理学科卒業論文に加筆・修正を
加えたものであり，卒論指導においては山本 茂先生と
小原丈明先生から多大な支援を賜わりました。学会発
表に際しては早稲田大学の箸本健二先生のご助言をい
ただきました。筑波大学大学院に進学後には，筑波大学
の呉羽正昭先生，兼子純先生からご指導をいただきまし
た。深く感謝を申しあげます。本稿の骨子は2010年度
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注
1）  各都道府県の人口の中央値からその大小を位置づけ
た。
2）  北海道新聞には複数の「版」が存在するため，「全道
版」を分析対象とした。
3）  切り替えとは県別，地区別などそれぞれに対して異
なる広告を掲載することである。
4）  例えば同一日の同一面に複数の広告主の申し込みが
あるなどした場合，あるいは遅れて追加された新規
の申し込みや広告掲載の中止，延期，あるいは紙面
変更の必要性の存在などといった理由から連日にわ
たって様々な調整が行われる。
5）  厳密には物価の変動を考慮に入れる必要があるが，
ここでは構成比とともに示したことから敢えて額面
上の数値を提示するにとどめた。
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